
 

 

11 月に「過重労働解消キャンペーン」を実施します！ 
～ 使用者団体や労働組合等への「働き方改革」に向けた要請 ～ 

～ ベストプラクティス企業への局長訪問 ～ 

 

厚生労働省では、毎年１１月を「過労死等防止啓発月間」と定め、過労死等をなくす

ために「過重労働解消キャンペーン」やシンポジウムなどの取組を行っています。 

過重労働解消キャンペーンでは、著しい過重労働や悪質な賃金不払残業などの撲滅

に向けた重点的な監督指導、全国一斉の無料電話相談を行います。また、過労死等の防

止の重要性について国民の関心と理解を深めていただくための周知・啓発を目的に「過

労死等防止対策推進シンポジウム」を開催します。 

和歌山労働局（局長 池田
い け だ

 真澄
ま す み

）では、キャンペーンに先立ち、労働局長が使用者

団体等を訪問し、「長時間労働削減を始めとする働き方の見直しに向けた取組に関する

要請」を行います。また、労働局長が「ベストプラクティス企業」を訪問し、長時間労

働削減など「働き方改革」に向けた取組を視察することとしています。 
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１ 使用者団体等への要請  １０月２８日（月） 

  ①和歌山県経営者協会（和歌山市十番丁19 Wajima十番町3階） １０：００～ 

  ②和歌山県商工会議所連合会（和歌山市西汀丁36）      １０：５０頃～ 

労働局長が①・②の団体を含む労使等関係８団体※を訪問し、長時間労働削減を始めと

する「働き方改革」の取組についての協力要請を行います。 

また、使用者団体に対しては、今年度新たに、大企業・親事業者の長時間労働削減等の

取組によって生じる下請等中小事業者への「しわ寄せ」の防止やトラック運転者の労働時

間改善に向けた荷主企業の理解・協力のための周知啓発について協力依頼を行います。 
  ※①・②のほか、和歌山県商工会連合会、和歌山県中小企業団体中央会、和歌山県トラック協会、 

日本労働組合総連合会和歌山県連合会（連合和歌山）、和歌山県労働基準協会、和歌山県社会保険労務士会、 

２ ベストプラクティス企業への局長訪問   １１月７日（木）１０：００～ 

労働局長が長時間労働削減など「働き方改革」に向けた積極的な取組を行っている企業

（ベストプラクティス企業）を訪問し、取組事例を報道等により地域に紹介します。 

対象企業  太陽シールパック株式会社（和歌山市西浜1660-700） 

内  容  仕事の見える化、社員のスキルアップ支援や業務の平準化等による時間外

労働の削減、女性の活躍推進の取組についての経営者との意見交換、社内コ

ミュニケーション活性化のための「くじ引きアドレスオフィス」視察など 

１、２の取材につきましては、和歌山労働局監督課（０７３－４８８－１１５０、

担当：鳥越、佐藤）までご連絡ください。 
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 【過重労働解消キャンペーンの詳細】 

１ キャンペーン期間 

   令和元年11月１日（金）から30日（土）まで 

 

２ 実施事項 

  （１）重点監督を実施します 

労働局等への各種届出や労働局等が把握する情報から、長時間労働や賃金不払残業が疑

われる企業等に対して、集中的な監督指導を実施します。 

重大・悪質な法違反が認められた場合には、送検を行い、又は求人受理の保留を行うな

ど、厳正に対処します。 

（２）労働局長がベストプラクティス企業を訪問します 

労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている「ベストプラクティス

企業」を訪問し、取組事例を報道等により地域に紹介します。 

訪問企業  太陽シールパック株式会社 

和歌山市西浜1660番700号  ☎ 073－448－4689 

訪問日時   １１月７日（木）１０時００分～ 

（３）過労死等防止対策推進シンポジウムを開催します 

     過労死等防止対策推進全国センター、全国過労死を考える家族の会、過労死弁護団 全

国連絡会議と連携して、「過労死等防止対策推進シンポジウム」を開催します。 

日時 １１月１８日（月）１３時３０分～１６時００分 

場所 和歌山ビッグ愛 展示ホール（和歌山市手平２丁目１－２） 

（４）労使の主体的な取組を促します 

キャンペーンに先立ち、労使等関係８団体※に協力要請を行います。 

長時間労働削減・年次有給休暇取得促進を始めとする「働き方改革」に向けた取組に加

え、大企業・親事業場者による下請事業者に対する「しわ寄せ」の防止についての取組を

当該団体を通じて県内に周知啓発するほか、説明会・事業場への指導の場などを利用して

関係者に対して促します。 

※ 協力要請団体：和歌山県経営者協会、和歌山県商工会議所連合会、和歌山県商工会連合会、 

和歌山県中小企業団体中央会、日本労働組合総連合会和歌山県連合会（連合和歌山）、 

和歌山県労働基準協会、和歌山県トラック協会、和歌山県社会保険労務士会 

（５）電話相談を実施します 

フリーダイヤルによる全国一斉の「過重労働解消相談ダイヤル」を実施し、長時間労働

や賃金不払残業など労働条件全般にわたり、都道府県労働局の担当官が相談対応します。 

受 付 日 時  １０月２７日（日）９：００～１７：００ 

フリーダイヤル  ０１２０
フリーダイヤル

－７９４
なくしましょう

－７１３
長 い 残 業

 

「過重労働解消相談ダイヤル」以外にも常時相談や情報提供を受け付けています。（無料） 

 〈相談窓口（平日９時00分～17時00分）〉 

 ・和 歌 山 労 働 局 総合労働相談コーナー ０７３－４８８－１０２０ 

 ・和歌山労働基準監督署（総合労働相談コーナー）０７３－４０７－２２０３ 

 ・御 坊労働基準監督署（総合労働相談コーナー）０７３８－２２－３５７１ 

 ・橋 本労働基準監督署（総合労働相談コーナー）０７３６－３２－１１９０ 

 ・田 辺労働基準監督署（総合労働相談コーナー）０７３９－２２－４６９４ 

 ・新 宮労働基準監督署（総合労働相談コーナー）０７３５－２２－５２９５ 

〈夜間・土日相談窓口〉 

・労働条件相談ほっとライン０１２０
フリーダイヤル

－８１１
は い ！

－６１０
ろ う ど う

 

（月～金：17時00分～22時00分、土日：９時00分～21時00分） 

 















11月は「しわ寄せ防止
キャンペーン月間」です。

大企業等と下請等中小事業者は共存共栄！

適正なコスト負担を伴わない短納期発注や

急な仕様変更などは止めましょう！

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、

下請等中小事業者に対する適正なコスト負担を伴わない短納期発注、

急な仕様変更などの「しわ寄せ」を生じさせている場合があります。

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

（しわ寄せ防止特設サイト）



　厚生労働省が所管する「労働時間等設定改善法（平成4年法律第90号）」が改正され（平成31年

４月１日施行）、事業主の皆様は、他の事業主との取引において、長時間労働につながる短納期発注

や発注内容の頻繁な変更を行わないよう配慮する必要があります。

　他の事業主との取引を行うに当たって、次のような取組が行われるよう、社内に周知・徹底を

図りましょう。

　経済産業省・中小企業庁が所管する「下請中小企業振興法（昭和45年法律第145号）」に基づく

「振興基準」には、親事業者と下請事業者の望ましい取引関係が定められています。

●やむを得ず短納期発注や急な仕様変更などを行う場合には、残業代等の適正なコストは親

事業者が負担すること。

●親事業者は、下請事業者の「働き方改革」を阻害する不利益となるような取引や要請は行わ

ないこと。

親事業者は、取引対価の見直し要請があった場合には、人手不足や最低賃金の引き上げなどに

よる労務費の上昇について、その影響を反映するよう協議すること。

●親事業者は、継続的な取引を行う下請事業者に対して、安定的な生産が行えるよう長期発注

計画を提示し、発注の安定化に努めること。

●発注内容を変更するときは、不当なやり直しが生じないよう十分に配慮すること。

大企業等と下請等中小事業者は共存共栄！

適正なコスト負担を伴わない短納期発注や

急な仕様変更などは止めましょう！

① 週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入等の短納期発注を抑制し、

    納期の適正化を図ること。

② 発注内容の頻繁な変更を抑制すること。

③ 発注の平準化、発注内容の明確化その他の発注方法の改善を図ること。

③ 対価には、労務費が上昇した影響を反映しましょう!

① 親事業者も下請事業者も共に「働き方改革」に取り組みましょう！

例えば…●無理な短納期発注への納期遅れを理由とした受領拒否や減額

　　　　●親事業者自らの人手不足や長時間労働削減による検収体制不備に起因した受領拒否や支払遅延

　　　　●過度に短納期となる時間指定配送、過剰な賞味期限対応や欠品対応に起因する短いリードタイム、

　　　　　適正なコスト負担を伴わない多頻度小口配送

　　　　●納期や工期の過度な年度末集中

② 発注内容は明確にしましょう!



都道府県トラック協会

荷主の理解・協力を得て、トラックドライバーの働き方改革・
法令遵守を進められるようにするための改正が行われました
　トラック運送事業ではドライバー不足が深刻化しており、我が国の国民生活や産業活動を支える物
流機能が滞ることのないようにするためには、ドライバーの長時間労働の是正等の働き方改革を進め、
コンプライアンスが確保できるようにする必要があります。
　そのためには、荷主や配送先の都合による長時間の荷待ち時間や、ドライバーが労働時間のルールを
遵守できないような運送の依頼等を発生させないことが重要であり、荷主の理解と協力が必要不可欠
です。 ※「荷主」には着荷主や元請事業者も含まれます。

①荷主の配慮義務が新設されました
●荷主は、トラック運送事業者が法令を遵守して事業を遂行できるよう、必要な配慮をしなけれ
ばならないこととする責務規定が新設されました。

②荷主への勧告制度が拡充されました
●荷主勧告制度の対象に、貨物軽自動車運送事業者が追加されました。
●荷主に対して勧告を行った場合には、その旨を公表することが法律に明記されました。

③違反原因行為をしている疑いがある荷主に対して、国土交通大臣が働きかけ
等を行います

●国土交通大臣は、「違反原因行為」※（トラック運送事業者の法令違反の原因となるおそれのある行為）
　をしている疑いのある荷主に対して、関係省庁と連携して、トラック運送事業者のコンプライア
ンス確保には荷主の配慮が重要であることについて理解を求める「働きかけ」を行います。
●荷主が違反原因行為をしていることを疑うに足りる相当な
理由がある場合等には、「要請」や「勧告・公表」を行います。
●トラック運送事業者に対する荷主の行為が独占禁止法違反
の疑いがある場合には、「公正取引委員会に通知」します。

悪いね～
もう少し待っててええ～

またですか

改善して
くださいって
お願いしたのに…

荷待ち時間の恒常的な発生
高速代をくれないと
間に合わないよ…

３時までに
届けてね
時間厳守だよ

非合理な到着時刻の設定 重量違反等となるような依頼
重量オーバーに
なるかもしれないけど
これも頼むよ

はい…

断れないし
仕方ない

※違反原因行為の例

荷主の都合による長時間の
荷待ち時間が恒常的に発生
⇒過労運転防止義務違反
　を招くおそれ

適切な運行では間に合わない
到着時間の指定
⇒最高速度違反を招く
　おそれ

積込み直前に
貨物量を増やすよう指示
⇒過積載運行を招くおそれ

令和元年7月1日から施行■ 改正事項 

（令和５年度末までの時限措置）
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違反原因行為を
荷主がしている疑いが
あると認める場合

荷主が違反原因行為を
していることを疑う
相当な理由がある場合

要請してもなお
改善されない場合

働きかけ

要　　請

勧告・公表

改正貨物自動車運送事業法〈荷主関連部分〉



●トラック運送事業ではドライバー不足が深刻化しています。
●我が国の国民生活や産業活動を支える物流機能が滞ることのないよう、荷主側の理解
と協力の下で、ドライバーの労働条件の改善等の働き方改革を進める必要があります。
●荷主側でも、トラックドライバーの労働環境の現状や労働時間のルールをしっかりと
把握し、トラック運送事業者がコンプライアンスを確保できるよう、必要な配慮をし
なければなりません。

（出典）労働力調査（平成 30 年 12 月）より作成

（出典）トラック輸送状況の実態調査（平成 27 年）（出典）トラック輸送状況の実態調査（平成 27 年）

道路貨物運送業と全産業の
年齢階級別就業者数構成比比較

道路貨物運送業における
自動車運転従事者数の推移

１運行あたりの荷待ち時間１運行あたりの平均拘束時間とその内訳

減少

長時間の荷待ち・荷役作業

高齢化

約3割

（出典）国勢調査を基に作成

（千人） 980

767

0

200

400

600

800

1,000

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

45～59歳
44.8％

45～59歳
32.8％

15～34歳
14.9％

15～34歳
25.1％

道路貨物
運送業

全産業

15～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳
45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

荷待ち時間がない運行（54.0%）

点検等
0：28

運転
6：21

荷役
2：49

付帯他
0：14

不明
0：10

休憩
1：28

荷待ち時間がある運行（46.0%）

平均
拘束時間
13：27

平均
拘束時間
11：34

点検等
0：30

運転
6：41

荷役
2：44

付帯他
0：11

不明
0：12

休憩
1：23

荷待
1：45

トラック運転者はピーク時より減少

長時間の荷待ち・荷役作業が発生

トラック運転者は高齢化
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● 労働時間のルール「改善基準告示」厚生労働大臣が定めた基準です

拘 束 時 間
（始業から終業までの時間）

・1 日　原則 13 時間以内　
　　　　最大 16 時間以内（15時間超えは１週間2回以内）
・1 か月　293 時間以内

休 息 期 間
（勤務と次の勤務の間の自由な時間）

・継続８時間以上

運 転 時 間 ・2 日平均で、1 日あたり9 時間以内　　
・2 週間平均で、1 週間あたり44 時間以内

連 続 運 転 時 間 内以間時4 ・
詳しくは厚生労働省のHP（https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/kantoku/040330-10.html）をご覧ください。

労働時間のルール
違反した場合は処分

トラック運送事業者はトラックドライバーに以下の労働時間のルールを
守らせる必要があり、違反した場合は処分を受けることになります






